
平成２１年度三郷市普通会計決算状況調書

埼 玉 県 市 町 村 団体コード

区      分 決 算 額 構成比 対前年度増減率 住民一人当たり額(円) 区 分 決 算 額 構 成 比 対前年度増減率 住民一人当たり額(円) 充当一般財源等
平成１７年 128,278 平成12年 4,338 地方税 19,114,890 53.5% -1.2% 147,540 議会費 296,209 0.9% -2.3% 2,286 296,209
平成１２年 131,047 平成17年 4,253 第１次産業 第２次産業 第３次産業 地方譲与税 312,765 0.9% -6.8% 2,414 総務費 6,772,830 19.7% 32.8% 52,277 3,765,295
増 加 率 -2.1% 平成12年 119,839 12年国調 1,040 24,709 42,997 利子割交付金 58,457 0.2% -19.1% 451 民生費 10,988,113 32.0% 4.5% 84,813 6,161,679

平成22年3月31日 129,557 平成17年 116,561 構 成 比 1.5% 35.3% 61.4% 配当割交付金 22,294 0.1% -21.8% 172 衛生費 2,569,808 7.5% 4.5% 19,835 2,251,789
平成21年3月31日 128,474 17年国調 938 21,429 42,830 株式等譲渡所得割交付金 11,930 0.0% 21.4% 92 労働費 307,341 0.9% 76.0% 2,372 31,224
増 加 率 0.8% 構 成 比 1.4% 31.3% 62.5% 地方消費税交付金 1,065,142 3.0% 6.7% 8,221 農林水産業費 86,344 0.3% -11.0% 666 75,062

自動車取得税交付金 135,636 0.4% -41.7% 1,047 商工費 325,271 0.9% 11.5% 2,511 126,663
地方特例交付金 236,740 0.7% -7.7% 1,827 土木費 4,049,524 11.8% -10.7% 31,257 2,925,734
地方交付税 327,509 0.9% -51.1% 2,528 消防費 1,457,885 4.2% 0.0% 11,253 1,404,560
うち普通交付税 98,413 0.3% -77.9% 760 教育費 3,249,248 9.5% -10.3% 25,080 2,299,039
うち特別交付税 229,096 0.6% 2.0% 1,768 災害復旧費
交通安全対策交付金 25,741 0.1% -0.7% 199 公債費 4,212,465 12.3% -3.6% 32,514 4,166,477
分担金・負担金 162,075 0.4% 7.3% 1,251 諸支出金
使用料・手数料 674,210 1.9% 1.3% 5,204 繰上充用金

国庫支出金 6,095,983 17.0% 99.0% 47,053
県支出金 1,592,102 4.4% 7.3% 12,289
財産収入 13,961 0.0% -23.3% 108
寄附金 8,300 0.0% 330.9% 64
繰入金 707,272 2.0% -34.9% 5,459
繰越金 998,587 2.8% -29.2% 7,708
諸収入 1,185,388 3.3% -0.4% 9,150
地方債 2,994,900 8.4% 3.9% 23,116

合          計 35,743,882 100% 5.4% 275,893 合 計 34,315,038 100% 4.2% 264,864 23,503,731

人件費 7,691,972 22.4% -1.0% 59,371 28.9% 31.1%
うち職員給 5,386,337 15.7% -2.9% 41,575

職 員 数 平均年齢(歳) 扶助費 6,096,073 17.8% 16.5% 47,053 9.8% 10.5%
659 44.6 公債費 4,212,465 12.3% -3.6% 32,514 18.8% 20.3%
11 45.0 物件費 5,616,982 16.4% 11.8% 43,355 17.4% 18.7%

156 42.6 維持補修費 494,221 1.4% 42.4% 3,815 1.7% 1.8%
22 51.8 補助費 3,843,825 11.2% 105.0% 29,669 5.9% 6.4%

うち一部事務組合分 886,627 2.6% 0.1% 6,844 2.6% 2.8%
848 44.5 うち一部事務組合分以外 2,957,198 8.6% 199.1% 22,825 3.4% 3.6%

決 算 額 繰出金 3,570,958 10.4% -14.1% 27,563 10.8% 11.6%
692,422 貸付金 341,350 1.0% 0.3% 2,635 0.0% 0.0%

4,589 投資及び出資金 合 計 20,426,291 93.3% 100.5%
1,256 積立金 310,266 0.9% -63.0% 2,395

129,101 繰上充用金
448 普通建設事業費 2,136,926 6.2% -27.7% 16,494 20,333,860
21 うち補助分 829,531 2.4% -24.5% 6,403 18,304,203

4,738 うち単独分 1,172,309 3.4% -29.7% 9,049 1,377,907
うち県営事業負担金分 135,086 0.4% -28.3% 1,043 58,457

832,575 災害復旧事業費 34,224
失業対策事業費 135,636

98,413
236,740
25,741

- 52,502
- 3,573,519 5,089

合 計 34,315,038 100% 4.2% 264,864 4,948

都道府県 三 郷 市 112372
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1　歳入内訳 ２　歳出内訳（目的別）
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人口
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産          業          構          造
区          分

人口集
中地区 就業

人口
住 民 基
本 台 帳

平成２２年３月
３１日世帯数 52,844

区                   分 平成２１年度 平成２０年度 区 分

歳入総額 A 35,743,882 33,923,502
基準財政需要額 15,962,497
基準財政収入額 15,849,729

歳出総額 B 34,315,038 32,924,915
標準財政規模 22,193,271
財政力指数 0.977

歳入歳出
差 引 額

C : A-B 1,428,844 998,587
実質収支比率 6.0%
公債費比率 14.0%

翌年度に繰り
越すべき財源

D 88,212 220,318
債務負担行為を含む公債費比率 14.2%
起債制限比率 12.8%

実質収支 E : C-D 1,340,632 778,269
公債費負担比率 16.7%
義務的経費比率 52.5%

単年度収支 F 562,363 -554,359
歳入一般財源等比率 69.8%
実質債務残高比率 198.8%

積 立 金 G 310,004 838,255
ラスパイレス指数 96.2
歳入一般財源等 24,932,575

繰上償還金 H 45,679 1,865
地方債現在高 38,514,010
債務負担行為額のうち翌年度以降支出予定額 5,606,300

積 立 金
取 崩 額

I 600,978 943,778
職員一人当たりの人口 153

区 分 決 算 額 構成比 対前年度
増 減 率

住民一人当たり額(円) 充当一般財源等 うち経常一般財源等 経常収支比率
減収補てん債(特例分)
と臨時財政対策債を
除く経常収支比率実質赤字比率 - %

実質単年度
収支

J : F+G+H-I 317,068 -658,017
連結実質赤字比率 - % 6,544,843 6,332,986
実質公債費比率 13.3% 4,754,264

区 分 一人当たりの給料月額(円) 将来負担比率 97.9% 2,137,627 2,137,527
一般職員 329,627 区 分 決 算 額 構成比

4,166,477 4,120,798
教育公務員 430,227 4,119,973 3,800,869
消防職員 322,812

市町村
民税

個人 7,394,294 38.7%
468,668 374,410

技能労務職員 339,294 1,743,353 1,301,709
臨時職員

法人 929,746 4.9%
886,627 561,075

合                    計 329,929 856,726 740,634
区 分 公 営 企 業 等 へ の 繰 出 固定資産税 8,537,880 44.7%

3,340,766 2,357,596

積
立
金
現
在
高

財政調整基金
上水道 2,561

396 396
減債基金

軽自動車税 112,940 0.6%
0

公共施設整備基金
公共下水道 1,400,000

309,702
経 常 一 般 財 源 収 入

減収補てん債(特例分)と
臨時財政対策債を経常
一般財源から除いた額常磐新線対策基金

市町村たばこ税 1,329,343 6.9%
中央都市整備推進基金

国民健康保険 745,998
671,926 21,900,760

地域福祉基金
特別土地保有税

66,359 ・地方税
みどりの基金

老人保健 24,716
601,181 ・地方譲与税、地方消費税交付金

介護保険円滑導入基金
都市計画税 810,687 4.2%

4,386 ・利子割交付金
合　　　　計

定額
運用
基金

土地開発基金 - 計 19,114,890 100%

その他 15,000 税徴収率 90.5%

・自動車取得税交付金

介護サービス 36,013
・地方交付税（普通）

介護保険 713,716
・配当割、株式等譲渡所得割交付金

・地方特例交付金

後期高齢者医療 650,515
・交通安全対策特別交付金

収益
事業

収入額
税実質徴収率 90.5%

・使用料、手数料

注２　「減収補てん債(特例分)と臨時財政対策債を除く経常収支比率」とは、減収補てん債(特例分)と臨時財政対策債を経常一般財源から除
いた場合の経常収支比率である。

注４　介護サービス事業は、市直営のディサービス事業であるため、決算統計上は公営企業会計として経理する。

注３　「一般財源等」とは、一般財源に特定財源中一般財源と同様に使用される財源を加えたものを言う。 注５　地方債現在高は、公営企業会計として経理する介護サービス事業分については、除いている。

収入比率 計 ・財産収入

注１　単位については、特に指示のあるものを除き、金額については「千円」、人数については「人」とする。 23,503,731 ・その他　


